
（平成２７年２月４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認四国地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 2 件



四国（香川）国民年金 事案 544 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成８年４月から９年３月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

    

    

    

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成８年４月から９年３月まで 

私は、学生であった平成６年度から８年度まで毎年免除申請していたにも

かかわらず、申立期間が免除承認されていないことに納得がいかないため、

調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間当時は学生であり、国民年金保険料の免除申請を行っ

た。」と主張しているところＡ市役所の回答及び同市役所が作成した申立人に

係る国民年金被保険者名簿の記録から判断すると、申立人は申立期間に係る国

民年金保険料の免除申請を行ったものと考えられる。 

しかしながら、学生の国民年金保険料に係る免除については、学生被保険者

本人とその親元世帯の前年の所得状況により、保険料免除の適否を判定するこ

ととされているところ、申立人の父親の勤務先から提出された「個人別支給額

一覧表」によると、父親の所得額は、保険料の免除が認められる基準額以上だ

ったものと推認できる上、申立期間においては、申立人の姉は、海外留学を終

え、帰国後の平成８年４月から就職しており、親元世帯の生活状況は免除が承

認されている平成６年度及び７年度と同様とは考え難く、ほかに申立人の申立

期間に係る保険料の拠出が困難な事情が見受けられないことなどから判断する

と、申立人の申立期間に係る保険料免除申請は承認されなかったものと考えら

れる。 

このほか、申立期間に係る国民年金保険料の免除申請が承認されていたこと

を示す関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。



四国（高知）国民年金 事案 545 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44年２月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 44年２月から 48年３月まで 

申立期間は、会社を退職し無職だったため、母親が私の国民年金保険料を

Ａ町から来ていた集金人に、父親、母親及び兄の国民年金保険料と合わせて

納付していたはずなのに未納とされているため、調査の上、年金記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

平成４年８月 27 日に払い出されたものと推認でき、別の国民年金手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことから、申立

期間当時は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付で

きない期間である上、当該払出時点においては、時効により申立期間の保険料

を納付することはできない。 

また、申立人は、国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、その保険料

の納付を行ったとする申立人の母親は既に死亡しているほか、保険料を集金し

ていたとされる集金人は特定できない上、申立期間の保険料納付を裏付ける関

係者等の供述も得られないことから、具体的な納付状況等を確認できない。 

さらに、Ａ町役場から提出された昭和 45年度から 47年度までの集金人別の

国民年金保険料収納簿によると、当該期間に係る申立人の父親、母親及び兄の

国民年金保険料の納付は確認できるものの、申立人の保険料の納付は確認でき

ない。 

このほか、申立人の母親が、申立期間の申立人の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



四国（高知）国民年金 事案 546 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年７月、同年 11月から 47年３月までの期間、同年７月か

ら48年３月までの期間及び同年７月から49年３月までの期間の国民年金保険

料については、納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 46年７月 

            ② 昭和 46年 11月から 47年３月まで 

            ③ 昭和 47年７月から 48年３月まで 

            ④ 昭和 48年７月から 49年３月まで 

   申立期間の国民年金保険料について、定期的に集金に来ていた婦人会の人

に、私と夫の保険料を現金で納付していたにもかかわらず、未納期間となっ

ているので、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①から④までの国民年金保険料について、「私と夫の二

人分の保険料を、定期的に訪問する婦人会の集金人に納付していた。」と主張

している。 

しかしながら、申立人及びその夫に係るＡ村（現在は、Ｂ町）の国民年金被

保険者名簿並びに特殊台帳によると、申立期間より前の期間において、申立人

は３期間で計 54月分、申立人の夫は３期間で計 34月分の国民年金保険料が未

納と記録されているところ、申立人は、「申立期間よりも前の時期で未納とな

っている期間については、疑問に思っていない。」としていることから、申立

人の保険料の納付意識が必ずしも高かったとは言い難い上、申立人の主張から

は、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる具体的な状況に

ついて確認できない。 

また、上記の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳によると、申立人の夫は、

昭和 55 年に申立期間③及び④の国民年金保険料を特例納付した記録となって

おり、このことについて申立人は、「私の夫は、自身の保険料のみをＡ村役場

で特例納付したことを記憶していますが、私自身は、自分の保険料を特例納付



したかどうか、覚えていません。」としていることから、申立人の夫が同年に

保険料を特例納付するまでは、申立人の夫の申立期間③及び④の保険料も未納

であったことに加えて、申立人は特例納付していないものと考えられ、申立人

及びその夫の保険料の納付行動が必ずしも同一であったとは考え難い。 

このほか、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



四国（徳島）国民年金 事案 547 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 44年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

    

    

    

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 44年３月まで 

義母が婦人会を通じて私の国民年金の加入手続をし、婦人会の人が国民年

金保険料を毎月集金に来ていたにもかかわらず、申立期間が未納とされてい

ることに納得できないため、確認の上、年金記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、「義母がＡ婦人会を通じて私の国民年金の加入手続をし、保険料

を婦人会の集金人を通じて納めていた。制度が始まった当初、１か月の保険料

額が 100円のときから義母が納めていたことを記憶している。」旨主張してい

るが、申立人の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を行っていたと

する申立人の義母は既に他界しており、申立人自身は加入手続及び保険料の納

付に直接関与していないため、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保険料

の納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号の前後の番号の払

出状況等により、昭和44年７月頃に払い出されたものと考えられることから、

この頃に申立人の国民年金の加入手続が行われたものと推認される上、申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情もうかがえず、申立人の主張

と相違している。 

さらに、申立人に係るＢ市の国民年金被保険者名簿、前述の同手帳記号番号

の払出状況等により、申立人は、国民年金の強制加入被保険者資格を遡って昭

和 36 年４月１日に取得しているものと推認される（申立人の夫は申立期間当

時、共済組合加入員であったことから、同市は、申立人を任意加入被保険者と

して、本来、加入の申出日（44 年７月頃）から被保険者資格を取得させるべ

きであったにもかかわらず、未加入期間として管理すべき申立期間を誤って強

制加入被保険者期間としている状況がうかがえる。）が、申立人は、「保険料



を遡って納付したことや一括して納付した記憶は無い。私自身が納付したので

はないので、分からない。」旨述べており、過年度納付及び特例納付を行った

旨の主張はしていない。 

加えて、Ｂ市から提出されたＡ地区に係る昭和 42年度及び 43年度の納付組

合台帳の写しをみると、申立人の義母と推認される者の氏名等は確認できるも

のの、申立人の氏名等の記載は無いことから、申立人の義母が当該期間におい

て、婦人会を通じて申立人の国民年金保険料を納付していたことは確認できな

い。 

このほか、申立人の義母が申立期間に係る申立人の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料が

納付されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



四国（香川）厚生年金 事案 1273 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 20年３月７日から 22年７月１日まで 

申立期間において船員保険の被保険者となっていたが、脱退手当金が支給

された記録となっている。当該脱退手当金が支給されたとする昭和 24 年６

月当時、私はＡ社に勤務しており、脱退手当金のことも知らず、請求も受給

もしていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る船員保険被保険者台帳には、脱退手当金の支給記録（昭和 24

年６月 14日支給決定）及びその支給額の算出事跡が記載されているとともに、

当該支給額（1,184円 28銭）に計算上の誤りは無い。 

   また、日本年金機構から提出された昭和 24年度の厚生保険特別会計歳出（船

員勘定）金額氏名表には、Ｂ県Ｃ市を住所とする申立人と同姓同名の者に、Ｄ

銀行Ｅ支店を通じて 1,184円 28銭を送金した旨記載されており、この旨を申

立人に伝えたところ、申立人は、「当時、Ｃ市に住んでいた。Ｄ銀行Ｅ支店も

知っている。」と回答している。 

   さらに、申立人の脱退手当金が支給決定された昭和 24年６月 14日当時は、

通算年金制度創設前であり、申立人は、22 年５月１日からＦ共済組合の組合

員となっており、船員保険法に基づく年金給付が見込めなかったことから、申

立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴

取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないこと

をうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



四国（香川）厚生年金 事案 1274（香川厚生年金事案 1005の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成６年 11月１日から７年４月１日まで 

             ② 平成７年４月１日から 13年３月１日まで 

             ③ 平成 13年３月１日から 14年４月１日まで 

             ④ 平成 14年４月１日から 15年３月 21日まで 

前回、日本年金機構から送付された年金記録の標準報酬月額は、私が記憶

している給与の総支給額より低いので、調査して年金記録を訂正してほしい

と申し立てたところ、年金記録の訂正が必要でないとする結果となった。平

成６年 11月から標準報酬月額が下がっているが、私の年齢からすると、年

収 350万円から 370万円くらいもらえたはずであるので、再度調査の上、年

金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②及び④については、ⅰ）申立人がＡ社に在籍していた全期間にお

いて共に在籍していた同僚は、「私自身の年金記録は実際に受けていた給与の

支給総額に基づく記録となっており、不審な点は無い。」と供述していること、

ⅱ）同社から提出された雇用契約書及び賃金台帳等により確認できる報酬月額

及び厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録の標準報

酬月額と一致していること、ⅲ）平成７年以降に同社における社会保険事務を

担当していた同僚は、「実際の給与支給総額に基づく標準報酬月額の届出を社

会保険事務所（当時）に行い、届け出た標準報酬月額に基づいた保険料を控除

しており、誤りは無い。」と供述していることなどから、既に年金記録確認香

川地方第三者委員会（当時。以下「香川委員会」という。）の決定に基づき、

平成25年２月20日付けで年金記録の訂正は必要とまでは言えないとする通知

が行われている。 



  これに対し、今回、申立人は、申立期間②及び④について、「新たな資料は 

無いが、私の年齢からすると、年収 350万円から 370万円くらいもらえたはず

である。」旨主張して、再度申し立てるとともに、申立期間①及び③について

も同様に主張し、新たに申し立てている。 

しかしながら、申立期間②及び④（再申立ての期間）について、Ａ社に再度

照会しても、「前回の申立時に提出した資料以外に、新たな資料は無い。」と回

答していることから、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

の控除について新たに確認できる関連資料は無く、このほかに香川委員会の当

初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

申立期間①について、Ａ社から提出された雇用契約書により、申立人は、平

成６年７月 21 日からアルバイトとして再雇用されたことが確認できるところ、

当該雇用契約書の契約内容等から算出した報酬月額に基づく標準報酬月額は、

同年 11 月１日付けで月額変更になったオンライン記録の標準報酬月額と一致

している。 

また、申立期間①当時、社会保険事務を担当していた同僚は、既に死亡して

いるため､当時の状況について供述を得ることができない。 

  申立期間③について、Ａ社から提出された賃金台帳（平成 11年１月から 15

年３月まで）と定年退職後の再雇用契約書等から確認できる申立人に係る報

酬月額及び厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録

の標準報酬月額と一致している。 

また、申立人がＡ社に在籍していた全ての期間において同社に在籍し、申立

期間③当時、社会保険事務を担当していた同僚は、「実際の給与支給総額に基

づく標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行い、決定した標準報酬月額

に基づいた保険料を控除しており、誤りは無い。私自身の年金記録は、実際に

受け取っていた給与の支給総額に基づく金額と同じ記録となっており、不審な

点は無い。」と供述している。 

このほか、申立期間①及び③について、申立人の主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①から④までについて、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 




